





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北米 3．6 14 9．4 8．8
中南米 一〇．1 一〇．8 一〇．1 3．2
欧州 一9．5 一45．1 一102．4一152．8
旧ソ連 一1．7 31．2 88．1 114．9
中東 3．4 2．6 3．3 18．9
アフリカ 1．1 8 29．6 62．3




































































































1ggo86．66 5．79　　0．137．墨 130542．5315．59 2．46
199184．525．83 8．67 11．6フ 40．3415．84 2．17
199285．76 5．53 10．0911．5540．6815．62 228
199386．13 5．44 10．6912．1339．1916．39 2．29
199492．24 6．90 13．1211．9540．501フ．21 2．55
199594078．77 14．9512．1838．0217．55 2．60
199698．31 9．24 重5，41 11．8639．2919．72 2．77
1997書04．6810D9 15．4711．72394020．84 4．40 2．77
1998107．389．go 書5．62 11．5639．8321．28 6．19 3．00
で999”2．89 で0．26 15．5411．91 39．9721．90 0．で3 10432．90



















19939．96 0．簾2 0．12 9．09 0．63
199413．06 0．6011．82 0．64
199515．48 ω6 1．63 11．402．28
199621．〔舛 0．16 1．61 13．65 5．62
199725．46 1．62 15．08 8．76
199822．99Q13 1．29 15．42 6．15
199928．45Q13α12 1．62 18．53 7．08 1．08

































































で9939．57 6．95 0．06 2．56
199410．72 7．58 0．75 2．38
199512．35 0．70 8．52 0．52 2．61
199612．37 で．61 8．58 0．04 2．15
199710．59 1．90 6．64 1．74 0．32
19989．93 1．05 6．65 1．46 0．78
199912．07 0．50 7．42 1．54　　　　　　0．13 1．42 1．06



















































































































スペイン Enagas 304 FOB1975 23十6
ベルギー Distrigqas 300 FOB1982 20十5
イタリア SNAM 135 1997 20








ギリシャ DEPA 60 1999 21
リビア スペイン Sirte　OiI Enagas 181 FOB1971 22十18









403 C！F 1972 20十20
書24
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東京電力 430 CIF 1977 17十25




























東北電力 50 1996 20
静岡ガス 45 1996 20
仙台市ガス 15 1997 20
西部ガス 16 1999 20
台湾 中国石油公社 225 CコF 1995 20
韓国 韓国ガス公社 200 FOB1995 20



























輸出国 輸入国 供給者 購入者 契約数量 契約 開始 期間
万トン／年 形態 （年） （年）
インドネシア 日本 Pertamina 東北電力 301 1984 20＋5
東京電力 51
大阪ガス 127 1994 20
東京ガス 92
東邦ガス で2
広島ガス 21 1996 20
大阪ガス 10
日本ガス 8
韓国ガス公社 230 1986 21
200 で994 20
100 1998 20
中国石油公社 165 1990 20
184 1998 21








カタール 日本 QLGC 中部電力 400 CIF 1997 25







カタール 韓国 Ras　Laffan　Gas韓国ガス公社 480 1999 25
・QGPC
・Exxon　Mobil
インド ・伊藤忠商事 Petronet 750 2003 36
・日商岩井
・KO（コAS
オマーン 日本 Oman　LNG大阪ガス 66 2000 25
・Oman政府
・She”
韓国 ・Total　Fina　Elf韓卑ガス公社 410 2000 25
・KOGAS
・Partex
インド ・三井物産 Euron 160 2001 20
・三菱商事
・伊藤忠商事
トリニード・ 米国 Atlantic　LNGCabot 184 FOB薯999 20
トバゴ ・BP
・BG







































































































































































































































米国 1．14 1．41 1．16 1．37 1．36 1．65 1．65
リビア 0．063．13 1．941．041．24 1．49 0．80
ブルネイ 一 4．747．496．867．21 8．438．79
アブダビ 一 一 2．603．11 3．206．786．93
インドネシァ 一 一 11．4819．9427．5333．1135．70
マレーシア 一 一 一 5．928．6112．9421．03
オーストラリア 一 一 一 一 3．949．8110．11
カタール 一 一 一 一 一 一 14．04
トリニード・ドバコ 一 一 一 一 一 一 3．51
ナイジェリア 一 一 一 一 一 一 5．61




スペイン 006103 1．87 2．434．446．938．47
米国 0．020．142．430．71 2．470．546．24
イタリア 一 2．241．350．280．030．054．78
ベルギー 一 一 一 2．403．904．864．20
韓国 一 ｝ 一 一 3．089．5319．68
台湾 一 一 一 一 0．963．325．90
トルコ 一 一 一 『 ｝ 1．203．70
























































































































































































































































































































































































































































































EXXON 27．8 15．5TEXACO18．8 10．9
BP 15．6 6．2
CHEVRON11．1 8．7
MO副L 9．9 7．9GULF 10．4 3．2
7社合計 125．9 67．8
世界シェア 38％ 22％
単位）百万重量トン
出所）Drewr社資料
3－4　現在のタンカー市場におけるメジャーズの原油輸送形態
　貨物が安定的に存在し、船型に対する船価が一定であると仮定するとインダストリアルキャ
リアとしては、船舶を傭船するよりも自社船を所有した方が有利である。しかしながら、海上
荷動き量は一定ではなく、船価も変動している。石油危機以前のメジャーズのように大量の自
社船と長期傭船を行うことは、荷動き量の減少に弾力的に対応することができずリスクは大き
くなる。現在でもアジア通貨危機や米国で2001年9月11目に発生したテロにより、荷動き量
の減少が発生しており、長期的な予測をたてることは困難となっている。
　そのため、現在のインダストリアルキャリアの輸送形態は必要最低限の船腹量を自社船と長
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期傭船で調達し、不足船腹量のみを傭船、特にスポット傭船でまかなっているのが現状である。
これはタンカー市場に限られた現象ではなく、他の不定期船市場でも確認できる現象であり、
需要が変動する市場においては一番リスクの少ない輸送形態となっている。
3－5　インダストリアルキャリアとしてのLNG船
　LNGを輸入しているのは、そのほとんどがガス会社と電力会社であり、その使命は消費者
への安価で高品質なガスと電力の安定供給である。そのためには、LNG購入コストの削減と
取引形態の多様化が不可欠となる。
　LNGの安定供給には、自社船による輸送が必要となり、LNG購入コストの削減と取引形態
の多様化に焦点を絞ると、低廉なLNG購入と輸送費の削減が必要となる。自社船を所有し、
プロジェクトで契約されたLNG輸入のみを行うことは、需給変動に対し柔軟な対応が不可能
となり、一方では、低廉なLNG輸入を目的とし、天然ガス価格が変動する度にLNG購入地
を変更し、スポット傭船を行う輸送形態では安定的な輸送が実現不可能となる可能性を含んで
いる。
　そのため、これらを全て満たすためには、必要最低限の自社船とスポット市場での傭船とい
う石油危機後からメジャーズが原油輸送に採用した戦略が効果的となる。
3－5－1東京電力のLNG船
　日本は世界最大のILNG輸入国であり、2001年の世界シェアは51．6％である。日本におけ
るLNG輸入者の中でも東京電力は最大の輸入者であり、世界シェアは15、8％を占めており、
世界最大の輸入者となっている。
　そのため、東京電力は安定したLNG消費者であり、数々のプロジェクトにも参加している
ことからも、安定的なLNG輸入が必要となる。安定的な輸送を行うためには自社船か長期傭
船による輸送を行う必要が生じる。LNG船の所有には多額の資本金が必要となるが、それが
用意できるほどの資本力を要しているのなら、自社船を所有した方が輸送コストを低く抑える
ことができる。
　目本のLNG購入者で積極的な動きを見せたのはガス会社であった。1992年に東京ガス、大
阪ガス、東邦ガスの三社はインドネシアからのLNG輸入に際し、LNG船2隻を目本の海運会
社と共有建造している。また、1997年に大阪ガスは単独でオマーンからのLNG輸入を決定L、
子会社である大阪ガスインターナショナルトランスポート、日本郵船、商船三井、川崎汽船の
4社でLNG船を共有建造している。電力会社はLNG以外にも電力の生産手段を保有している
が、目本のガス会社は販売するガスの100％を天然ガスに切り替えているので、都市ガスの安
定供給を確保するためにも、ガス田の権利取や自ら輸送を行い、LNGチェインを築くのが電
力会社よりも早かった。
　東京電力はすセに初の自社船となるLNG船を発注済であり、2003年8月竣工予定となって
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おり・秋にはマレーシアから自社船でのLNG輸送を開始する予定である。この自社船保有に
よって東京電力は競争力のある運賃設定が可能となり、年間約10億円の輸送コスト削減が予
想している。また、自社船の保有会社と運航会社は東京電力が70％、三菱商事が20％、日本
郵船が10％出資している。26）
　日本では、1996年10月より国
際船舶制度が導入され、定期・不
定期船部門で活用されているが、
LNG船部門では2002年末に3
隻が認められただけであり、立ち
遅れを認めざるを得ない状況に
ある。また、LNG船の混乗につ
いては1996年6月に労使問で合
意がなされている。
　グラフ3－1は船員費における
日本人船員費比率を示したもので
億円／年
4000
グラフ3－1船員費における日本人船員費比率
3000
2000
1000
0
囮日本人囲フィリピン人
舞
黙瀬
霧鞍諺i
既存日本籍船 新造船（バハマ籍）
　　　　　　　　　　　　　　　出所）東京電力資料
　ある。既存日本籍船は日本人乗組員が16人であり、バハマ籍の新造船では日本人乗組員は
6人となっている。現状では、日本人船員が数人程度であれば船員費総額は外国船に対Lて競
争力を発揮することができる。
　2000年3月より電力事業が一部自由化され、将来的には完全自由化される可能性もあり、
東京電力はすでに対抗策として電力料金を2割値下げしているが、さらなるコスト削減による
値下げを画策している。安全性を追求するのであれば、LNG船も日本籍船とするべきである
が、国際競争力を確保するためには、FOC船の採用や外国人船員との混乗化は止むを得ない
状況にある。そのため、東京電力は自社船保有に際し、最初から外国籍船を選択しており、今
後他の電力会社が自社船を保有する際にも、現状のままでは外国籍船となる可能性が大きい。
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3）
4）
5）
6）
7）
8）
9）
川上博夫・森隆行共著　外航海運のABC　P73～P74　成山堂書店　2000年10月28目発行
小川　武著　不定期船と専用船　Pl16～P118　成山堂書店　　1998年9月28目発行
小川　武著　不定期船と専用船　P117　成山堂書店　　1998年9月28目発行
谷本　谷一著　物流・ロジスティクスの理論と実際　P15～P16　白桃書房
2000年4月16目発行
鈴木暁著国際物流の理論と実務P84～P85成山堂書店2001年5月18日発行
鈴木　暁著　国際物流の理論と実務　P87　成山堂書店　2001年5月18目発行
タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P311成山堂書店　1993年4月28日発行
タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P314　成山堂書店　1993年4月28目発行
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る米国にあるロイズの子会社
10）　タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P314　成山堂書店
　　1993年4月28日発行
11〉　織田　政夫著　海運経済論　P190～P　l93成山堂書店　1982年3月28目発行
12）　織田　政夫著海運経済論　P183～P190成山堂書店　1982年3月28目発行
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14）　タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P185　成山堂書店
　　1993年4月28目発行
王5）　川上博夫・森隆行共著　外航海運のABC　P165　成山堂書店　2000年10月28目発行
16）　タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P470　成山堂書店
　　1993年4月28目発行
17）　タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P471～P473　成山堂書店
　　1993年4月28目発行
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22）　海事プレス社　コンパス・2002年5月号　P32～P38海事プレス社
　　2002年5月15目発行
23）　海事プレス社　コンパス・2003年5月号　P39　海事プレス社　2003年5月15目発行
24）　タンカー研究会著　石油と液化ガスの海上輸送　P9～P13　成山堂書店
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第4章　タンカーとLNG船の需給変動下における原油とLNGの効率的輸送形態
4－1　原油・LNGの海上輸送が世界の原油・LNG生産量に占める割合
　2000年の世界の一次エネルギー消費量で、原油が占める割合は40．0％であり、天然
ガスのそれは24．7％である。1）また、2000年における原油と天然ガスの生産量はそれ
ぞれ、35億9500万トンと2兆4218億立方メートルであり、2000年に海上輸送された
原油とLNGは、それぞれ生産量の45％と57％である。2）
　この原油とL　NGを安定的、かっ効率的に輸送することが物流インフラとしての国際
海運の使命であり、世界経済は海上輸送サービスを必要としているのである。
4－2　タンカー市場とLNG船市場の変化
ここでは、タンカー市場とLNG船市場の変化とその要因について考察する。
4－2－1　タンカー市場の変化
　原油は中東依存率が高く、中東が政治的に不安定な地域であることから、スエズ運河
の閉鎖や石油危機によって、タンカー市場は激変してきた。また、市場に多数の独立船
主が存在することも、市場が激変してきた要因の一っである。特に1975年から1985年
にかけ、タンカー市場の需給バランスは大きく崩れていた。その後も石油危機前後に大
量建造されたVLCC、ULCCが市場に悪影響を与え続け、さらには荷主の再編により荷
主が大型化したことにより、船主の立場は一段と弱くなったのである。
　タンカー市場の変動が大きい要因は、需給バランスが崩れやすいためである。荷動き
量の変動に対しては、船主はその要因に対し何かしらの対策を講じることは不可能であ
る。しかし、近年タンカー市場では市場を安定化させるためにプール協定が結ばれてい
おり、TIプールはその代表格となっている。もし、市場において何らかの事由により荷
動き量が減少した場合に需給のバランスを保つためには、余剰となった船腹量を削減し
なければならない。市場で各船主が事由に活動を行っている状態では、各々が自己の利
潤を最大化しようとするため、市場に存在する船腹量を制御することは不可能である。
　しかしながら、船主達が合弁会社設立等の業務提携を結び、共同で船腹量の管理を行
うのであれば、利害が一致しやすくなるため、船腹量の制御が容易となる。このため、
タンカー市場においては、TIプール以外にもアフラマックスやハンディークラス等の船
型別でのプール協定が盛んに結ばれることとなり・、現在、流動的であったタンカー市場
は市場安定化に向けて変化しているのである。
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4－2－2　LNG船市場の変化
　LNG船市場では電力、ガスに関する規制緩和が実施されたことにより、購入者である
電力、ガス会社が弾力性のある輸送を求めている。そのため、近年では硬直的なLNG
チェインに基づくLNG船市場が柔軟性のある取引契約に移行しっつある。
　図表4－1はスポット契約によるLNG取引量がLNG
の全取引量に占める割合と、その取引量を示したもので
ある。1992年には1．3％の割合であったスポット取引で
あるが、2000年には5．5％へと成長し、その取引量も約
7．2倍へと大幅に増加している。1996、97年の取引量が
前年よりも減少しているのは、LNGの一大消費地であ
るアジアにおいて通貨危機によりLNG需要が減少し、
スポット取引を行わずとも、既存リプ白ジェクトによる
輸送量でLNG需要を消化できたためである。
　供給国の天然ガス生産能力は増加傾向にあり、供給余
1992
1993
1994
1996
1997
出所）PETROSTRATEGIES
カは拡大している。さらに、1999年から2001年にかけて発注されたLNG船43隻のう
ち、傭船契約が締結されていないLNG船は12隻であり、これらはスポット傭船や短期
傭船を前提としている。現在稼動中のLNG船は127隻であるが、121隻が長期傭船さ
れており、フリーのLNG船は6隻であることからも、スポット取引に対する需要が急
増して．いることがわかる。今後もLNGスポット取引は増加する見込みであり、LNG船
のスポット傭船は今まで以上にLNG取引において重要な役割を担うと予想される。3）
　初期のLNG船は全てLNGプロジェクトに沿って建造されていた。しかし、LNG輸
．送の運航技術が確立し、商業的にも利潤が確立されると、70年代半ばにはタンカー市場
と同様に投機的なLNG船の発注が行われた。石油危機以後、LNG需要が急増と多くの
プロジェクトの成立により、それらフリーのLNG船が長期傭船されることとなり、ア
ブダビ・プロジェクトでは11隻ものフリーのLNG船を吸収している。
　しかし、この時代のLNG市場では硬直的な輸送しかできず、1980年代より90年代
半ばまで、再び各プロジェクトに最適な輸送が可能であるプロジェクト専用船が多く建
造された。しかしながら、前述のように90年代半ばより、フリーのLNG船が発注され
るようになり、LNG船市場は再び投機の対象となっているのである。これには、以下の
4っの理由が存在する。
①新規プロジェクトやLNGの増産により、フリー船の不稼動リスクが減少し、投機
　の機会が与えられたこと。
②LNG船の建造・運航技術が確立し、リスクが低下していること。
③LNG船の設計や建造に習熟し、韓国がLNG造船に参入したことにより、LNG船
　が安価に購入可能となったこと。
④積込み、受入れ基地が125，000立方メートル型に合せて建設され、標準化による
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メリットが発生したこと。4）
　流動的なタンカー市場と硬直的なLNG船市場は対称的な市場である。しかしながら、
タンカー市場では市場安定化に向けての動きが見られ、LNG船ではスポット傭船が増加
し、硬直的であった市場が弾力的な市場へと変化しつっある。両市場は極端に性質の違
う市場であり、LNG船市場とタンカー市場が同質の市場へと変化することは考えにくい
が、現在ではその差が縮まっている傾向にある。
4－3　運賃からみた荷主の効率的輸送
　タンカー、LNG船ともに、荷主は我々にとって販売者である。消費者にとって購入す
る財の品質が同じであれば低廉である方が良く、販売者にとっても市場における優位性
を発揮することができる。
　企業にとって販売価格とは、仕入れた商品価格に輸送コストと企業の適正な利潤を加
えたものである。原油や LNG等の一次エネルギー源は単位当りの価格が安く、そのた
めコンテナで輸送される製品等と比べて輸送コストが販売価格に占める割合が大きくな
る。一般的に運賃負担率は定期船貨物が0．5～5％であるのに対し、不定期船貨物は30
～40％と言われている。そのため、不定期船貨物の荷主にとっては輸送コストの削減が
大きな焦点の一つとなる。輸送コストの削減のみに焦点を絞ると、低廉な運賃で海上輸
送サービスを提供するサブスタンダード船を利用することが荷主にとって有利となって
しまう。以下にサブスタンダード船での輸送が本当に効率的な輸送手段であるかについ
て考察する。
4－4　サブスタンダード船が及ぼす危険
　サブスタンダード船とは概念的な単語であるため、ここではサブスタンダード・シッ
ピングを劣悪な船隊を用いた無責任な経営、海上における人命の安全ならびに海洋環境
に大きな脅威をもたらす海運とし、それに用いられる船舶をサブスタンダード船とする。
　サブスタンダード船の経済的な利点とは、低廉な運賃である。サブスタンダード船を
利用する荷主は、その利点のみしか視野に入れておらず、サブスタンダード船の危険性
に注意を寄せていない。サブスタンダード船を氷山に例えるならば、それを用船する荷
主が着目している低廉な運賃は海面上に現れている一角であり、海面下に潜んでいる部
分がサブスタンダード船特有の危険性である。
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　図表4－2は近年発生した重油流
出例である。事故発生時の船齢は
ERIKA号が24、PRESTIGE号が26
であり、いずれも老朽船であった。
また、事故原因は船体の腐食と船体
強度の不足であり、この事例はサブ
スタンダード船特有の性質によって
発生している。
　　ERIKA号、PRESTIGE号共に
重油を流出しており、それに対する
保証が必要となる。現在、油濁保証
に関しては油濁民事責任条約と国際
基金条約によってカバーされている。油濁民事責任条約では、2000トン以上の撤積油を
輸送する船舶の所有者は保険者との間に油濁損害賠償保証契約を締結しなければならず、
国際基金は締約国において海上輸送された油を年間15万トン以上受け取った者が、その
受け取り量に応じて支払う拠出金によって設立されている。
　しかしながら、油濁民事責任条約の保証限度額は約1．2億米ドルであり、国際基金条
約のそれは約2，9億米ドルと限度額が設定されており、保証金が支払われるのも条約締
結国のみとなっている。5）
　PREST1GE号事件の被害総額はスペイン、フランス、ポルトガルの3力国合わせて約
11．6億米ドルに及ぶと予想されており、ERIKA号事件では約2．3億米ドルとなっている
が、この件に関しては未だ個々のクレームが審査中であり、被害総額は確定していない。
　一度事故が発生すれば保険会社は保険率の見直しを行い、保険料や拠出金は増加する。
これらの保障費は船主と荷主が負担していおり、この中にはサブスタンダード船を運航
や傭船していない者も含まるため、全体的に輸送コストが増大することとなる．輸送コ
ストの上昇は最終生産物の販売価格を押し上げることとなる。原油を例に挙げると、原
油から生産されるガソリン、重油、ナフサ等の石油製品の価格が上昇するのである。こ
れら石油製品の価格上昇が石油危機と同様の規模になるとは考えにくいが、世界経済の
成長に足枷となるのは間違いなく、最終的な被害者
は消費者となるのである。
　また、PSCが強化され世界的にその活動が活発化
するにつれ、サブスタンダード船は航行停止処分を
受けている。図表4－3は1999年から2001年にか
けて、総検査数が200を超える国を対象に航行停止
処分率が高い順に並べたものである。
　これらの国々は、旗国として船主が国際規則に違
反していないか監視する義務があるにもかかわら
ず、それを行っていない国であり、サブスタンダー
図表4－2近年の重油流出事故
船名 ERIKA PREST互GE
日時 1999　12。122002．11。11～19
場所 フランス沖西岸 ポルトガル西岸沖
船種 石油製品タンカー 石油製品タンカー
船主 Tevere　Shi　m　　co．LtdMare　Shi　m　lnc
建造年 1975 茎976
船級 Re　istro互taliano　NaValeAmerican　Bureau　of　Shipping
船型 37，783DWτ 8葉564DWT
船籍 マルタ “ハノ￥マ
積荷 重油 重油
流出量 約14，000トン 約20，000万トン
状況 折損後沈没 折損後沈没
原因 船体の腐食 船体強度の不足
影響 フランス沿岸への汚染 スペイン、ポルトガル、
ランス沿岸への汚染
出所）海運市況の回顧と展望
T図表4－3旗国別航行停止処分率
国名 航行停止処分率
　　『北朝鮮 40．82％
インドネシァ 28．50％
カンボジア 27．76％
ベリーズ 24．39％
ベトナム 23．42％
ホンジュラス 12．98％
ロシア 喋2．5で％
トルコ 11．51％
マレーシァ 10．42％
タイ 9．92％
セントヴィンセント 9．25％
出所）　SUMMARY　OF　PORT　STATE　INSPECT喜ON
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ド船の安全な避難所となっている。このような船舶登録国が十分な規制を行わない限り、
サブスタンダードシッピングを市場から消すことはできない。
　サブスタンダードシッピングが悪影響を及ぼすのは、海洋環境や人命の安全だけでは
ない。サブスタンダード船が市場に存在する状態では、良質な運航管理の下で運航され
ている高品質な船舶とサブスタンダード船が市場で運賃競争を繰り広げるため、サブス
タンダード船と同水準まで良心的な船主は運賃を下げなければ競争力を発揮できなくな
り、その経営まで脅かされている。すなわち、サブスタンダード船が存在する市場では、
適正な運賃競争が市場で行われていないのである。6）
　以上のように、サブスタンダード船は海洋環境のみならず、経済的な被害も発生させ
ており、海運産業の健全な成長を阻害しているのである。世界経済はエネルギー資源を
必要としており、それらを最終的には損害を発生させているサブスタンダード船で輸送
することは危険であり、それらを市場から撤退させなければならない。
4－5　クオリティーシッピング
　クオリティーシッピングとは、サブスタンダード船を排除するとともに、質の高い海
運を促進することにより、海上安全や海洋環境を向上させることである。
　現在、IMOにおいて条約等の国際基準が策定され、これに対し各国は検査等により国
際基準を担保し、寄港国もPSCを強化しているにもかかわらず、現実には海難事故は後
を絶たず、サブスタンダード船の存在が問題となっている。
　クオリティーシッピングが目標とする質の高い海運を実現するためには、高品質な船
舶と適正な訓練を受け証明書を有する船員が必要となる。
　では、荷主がクオリティー船を傭船した場合の運賃はサブスタンダード船を傭船する
際の運賃に比べ高くなってしまうのであろうか。クオリティーシッピングに対する投資
は、サブスタンダードシッピングヘの投資よりも大きくなるため、サブスタンダード船
とクオリティー船が混在している市場では、運賃はサブスタンダード船の方が有利であ
ることは確かである。では、市場に存在する全ての船舶がクオリティーシッピングに基
づいて運航されれば、現在のサブスタンダード船の運賃よりも高水準となるのであろう
か、もし、それが現実のものとなるのであれば、海運に依存率の大きい国際経済や国際
貿易は大きな影響を受け、我々も被害を被ることとなる。
　しかし、サブスタンダード船が排除された市場であれば、クオリティー船のみで適正
な競争が繰り広げられ、運賃の上昇は抑制される。また、海難事故や環境破壊による保
険料の上昇とサブスタンダードシッピングが社会全体に与えている負担の大きさを考慮
すれば、クオリティーシッピングに必要なコストは僅かとなる。もし、クオリティーシ
ッピングが運賃の上昇を招いたとしても、それは保険料の低下に繋がり、さらに一般消
費者にとっても海難事故を減少させ海洋環境を保護することが可能となるため、社会的
には大幅に改善されるのである。7）
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4－6　サブスタンダード船の排除
　サブスタンダード船を用いる荷主は運賃にしか関心を寄せておらず、実際にサブスタ
ンダード船が与えている社会的な影響を考慮していない。サブスタンダード船を排除す
るために、IMOによる国際基準の設定や寄港国でのPSCが実施されてきたが、サブス
タンダード船を撲滅するまでには至っていない。
　サブスタンダード船を所有する船社は、国際的政策システムの盲点をついて責任を回
避し、責任の所在を転嫁してきた．その相手は、サブスタンダード船を傭船する傭船者、
付保を許可する保険業者、金融支援を行う銀行、そして証書を発行する船級協会であっ
た。しかし、彼らと傭船者達はサブスタンダードシッピングの潜在的な危険性を理解し
始め、保険業者は船主の成績に応じて保険料を上下させ、銀行は融資の前の貸出条件を
再考し、船級協会も含めてサブスタンダード船撲滅に向けて共同歩調を取り出している。
　さらに、ISMコードと改正STCW条約が船主に対し、適切な経営構造、監査制度、
情報開示、船員の資格認定並びに全般的な人材確保にっいて長期的視野に立つことを要
求している。これにより、海運は悪質な礫き逃げ戦略を行う船主を孤立させ、新しい形
態へと変化しっっあり、着実にクオリティーシッピングヘと向かいつつある。8）
4－6－1　ロッテルダム港が行ったサブスタンダード船排除方法
　サブスタンダード船を利用する荷主は、リスクよりも輸送コストの低廉を目的として
いる。よって、サブスタンダード船を用いる費用がクオリティー船を用いるよりも高価
格となれば、荷主はサブスタンダード船の使用を停止せざるを得ない。
　1990年代初めから、ロッテルダム港港湾局は寄港する船舶の質的向上を目的とし、同
港に寄港する条件を満たしている原油タンカーに対し、証書を発行している。
　ロッテルダム港が提示している条件は、海運界のガイドラインや勧告、ISO9002標準
並びに批准手続き中のIMO標準等から抽出したものである。これらを全て満たす船主の
タンカーは、貨物を安全かっ効率的に輸送可能な船舶であり、港内においても事故を起
こす確率が低く、入港する船舶が証書を有する原油タンカーであれば、ロッテルダム港
としても港内の安全を確保することができる。
　証書の発行により、利益を受けるのは港だけではない。条件を満たし証書を得ること
により、船主は報奨金を得ることができるようになっており、港費も割安に設定されて
いる。これらの事由により、クオリティーシッピングに基づき証書が発行された船舶は、
運航費を削減することができ、海上輸送サービスの質を低下させること無く傭船料を低
下させることが可能となるのである。
　港湾当局は船主に対し証書の取得を奨励しており、クオリティーシッピングによって、
港内でのタンカーのオペレーション時問が短縮し、港内のタンカー回転効率が上昇し、
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港費による収入も増加することになった。
　この制度を他の港にも広めるため、1994年にグリーン・アウォード財団が設立された。
財団の主たる目的は安全で環境に優しい船舶、乗組員、そして経営を推進することにあ
る。1994年より同財団は5万重量トン以上の原油タンカーを対象に検査を実施し、上条
件を満たしている船舶に対し、証書の発行を開始した。2001年1月からは、2万重量ト
ン以上の原油・プロダクトタンカー及びバルカーまで対象を拡大し、他の船種への適用
も予定されている。発行された証書の有効期問は3年であり、1年毎に条件が満たされ
ているか調査が行われている。9）
　グリーン・アウォード財団の証書を保有する船舶は、ロッテルダム港から港費の6％
に相当する金額を入港する度に報奨金として受け取ることができ、スコットランドのサ
ロム・ヴォウ港もロッテルダム港の例にならい、現在では南アフリカ、スペイン、ポル
トガル、オランダ、英国、ドイツの港でこの制度が実施されており、約40港がグリーン・
アウォード証書を保有する船舶に対し、便宜を与えている。
　さらに、グリーン・アウォード証書を保有する船舶の船主は、保険会社との交渉にお
いて有利な立場に立っことができ、良質な海運会社としての信頼を得ることができる。
また、欧州市場ではグリーン・アウォード証書を保有する船舶がそれを保有しない船舶
よりも好まれて傭船されており、傭船者が船舶の質を重要視している。
　このようなクオリティーシッピングによるサブスタンダード船排除の動きは、欧州を
中心に世界に広がりつつあり、欧州からサブスタンダード船は排除されつつある。しか
し、アジア地域では環境問題に対する意識が他の地域に比べて弱いためその対応は遅く、
日本でも実行が検討されているが、実現には至っていない。
　サブスタンダード船は欧州市場ではすでに競争力を失っており、新しい市場を求めて
クオリティーシシピングに対する概念が薄い市場へ参入する可能性がある。アジア地域
にサブスタンダード船が大量に進出すると、アジア地域のサブスタンダード船比率が大
きくなり、海難事故や海洋汚染が発生する確率が高くなる。もし、このような事態に陥
ると、アジア地域に与える経済的損失は大きく、アジア経済に悪影響を及ぼすこととな
るため、アジア地域でもクオリティーシッピングに対する概念を根付かせ、早急にサブ
スタンダード船を排除する必要性がある。10）
4－7　原油とLNGの効率的輸送形態
　原油輸送とLNG輸送は我々の生活に不可欠であり、世界経済の安定成長には不可欠
である。原油とLNGが効率的かっ安定的に輸送されれば、我々が享受する恩恵は大き
なものとなる。海運産業は世界経済の根底を支えながら、その一部を担っている。船主
は、かってタンカー市場で経験した過剰投資が市場に与えた悪影響を教訓として活かし、
未来に向けて適切な投資を必要とされる時期と場所に行わなければならない。
　現在では、インダストリアルキャリアである船社はリスクを極力低下させるため、必
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要最低限の船腹量しか保有せず、船腹量に不足が生じた場合のみ傭船を行っている。企
業はその生産コストを減少させ、競争力を発揮するためにも過剰在庫を削減しなければ
ならない。そのため、傭船活動は世界経済と海運の発展に必要不可欠なのである。
　しかしながら、サブスタンダード船の傭船は事故発生時のリスクが大きく、クオリテ
ィーシッピングが導入されている地域では、サブスタンダード船は海上輸送サービスの
質の観点からは競争力を失い、傭船料に関してはクオリティー船との格差が縮まってお
り、その存在意義が薄れている。また、PSCにより発航停止処分を受け、貨物の輸送が
不可能となる危険性もある。
　よって、原油とLNGを効率的に行うにはサブスタンダード船を輸送に従事させ、短
期的な利益を求めるのではない。競争力を有する海上輸送サービスとは、船舶と乗組員、
環境への危険を減らし、船舶を安全に運航することにより、提供されるのである。その
ため、効率的、長期的かっマクロ的な視点を重視し、クオリティー船である自社船と傭
船を組み合わせ、輸送の二一ズに弾力的に対応していくことが、本当の効率的な輸送方
式なのである。
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2）Drewry　Amual　LNG　ShipPing　Market　Review　and　Forecast　P12～P14　Drewry
　　2002年11月発行
3）エネルギー経済　第29巻　第1号　P38P52～P532003年1月発行
4）糸山　直之著　LNG船開発50年史　P120～P121　2002年12月発行
5）目本郵船調査グループ編　海運市況の回顧と展望　P8～P11　目本海運集会所
　　2003年6月発行
6）Lloydフs　SHIPPING　ECONOMIST・VOLUME24　P11～P16
　　1NFOMA　MARITIME＆TRANSPORT2002年12月発行
7）社団法人日本海運集会所　海運・2002年5月号　P8～P9　社団法人目本海運集会所
　　2002年5月1目発行
8）社団法人日本海運集会所　海運・2002年5，月号　P14～P16　社団法人日本海運集会所
　　2002年5月1目発行
9）林　司宣監修　国際海運委員会　P48～P51　全日本海運組合　2002年2月発行
10）社団法人目本海運集会所　海運・2002年5月号　P23～P26　社団法人目本海運集会所
　　2002年5月4目発行
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